津市新最終処分場等施設建設工事
評価項目算定資料届出書様式集

平成２５年３月

津　　市

第１号様式

評価項目算定資料届出書
平成　　年　　月　　日　
（あて先）津市長
特定建設工事共同企業体名
代表構成員

住所（所在地）
商号（名称）
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
	入 札 者 番 号
	


（発注者で記入するので空欄のままとしてください。）　　　
次の工事に係る評価項目算定資料を届け出ます。

なお、記載事項及び添付書類等の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

工事番号　　　平成２４年度　環新補継第１号　　　
工 事 名　　　津市新最終処分場等施設建設工事　　
第１号様式


評価項目算定資料届出書
平成　　年　　月　　日　

（あて先）津市長

	入 札 者 番 号
	


（発注者で記入するので空欄のままとしてください。）　　　

次の工事に係る評価項目算定資料を届け出ます。

なお、記載事項及び添付書類等の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

工事番号　　　平成２４年度　環新補継第１号　　　
工 事 名　　　津市新最終処分場等施設建設工事　　
第１号様式


評価項目算定資料届出書
平成　　年　　月　　日　

（あて先）津市長

	入 札 者 番 号
	


（発注者で記入するので空欄のままとしてください。）　　　

次の工事に係る評価項目算定資料を届け出ます。

なお、記載事項及び添付書類等の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

工事番号　　　平成２４年度　環新補継第１号　　　
工 事 名　　　津市新最終処分場等施設建設工事　　
第２－１号様式

	企業（代表構成員）の施工能力（同種工事アの施工実績）

	下記工事の施工実績をその埋立容量により評価する。

○評価の対象

①「対象工事」

『同種工事ア』
・鉄筋コンクリート構造の貯留構造物に覆蓋を有する一般廃棄物最終処分場又は公共関与産業廃棄物最終処分場（いずれも陸上埋立処分場に限る。公共関与産業廃棄物最終処分場は安定型を除く。）の新設工事の施工実績
※ 同種工事アは、コリンズに登録している工事（共同企業体工事の構成員（出資比率20％以上に限る）としての実績も含む）に限る。

②「対象期間」

・平成１４年４月１日から公告日までの間に施工が完了し、かつ、引渡が済んでいること。

③「提出要領」

・該当が無い場合も回答すること。

・コリンズの工事カルテの写しを添付すること。

・コリンズの工事カルテで同種工事の条件（対象工事、期間等）を満たしている事が確認できない場合、別途確認できる資料を添付すること。

・代表構成員の実績を記載のこと。


	企業（代表構成員）の施工能力（同種工事アの施工実績）

	同種工事アの実績
	企業名
	

	
	契約件名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額（万円）
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	埋立容量
	

	
	工事概要等
	

	
	確認方法
	・コリンズ　　　　　・別途資料


※　提案書作成にあたり、「評価の対象」を含む枠は削除し下枠のみ用いること。

※　適宜、表を追加すること。

※　受注形態について、単体又は共同企業体構成員の別を示すこと。また、後者の場合は、出資比率を記載すること。

第２－２号様式

	企業（第２構成員）の施工能力（公共工事等の施工実績）

	下記いずれかの工事の施工実績の有無により評価する。

○評価の対象
①「対象工事」

・鉄筋コンクリート構造物工（コンクリート打設量400m3以上）を含む工事の施工実績
・土工（切土又は掘削土量5,000m3以上、若しくは、盛土又は埋戻土量5,000m3以上）を含む工事の施工実績
※ いずれの工事もコリンズに登録している工事（共同企業体工事の構成員（出資比率20％以上に限る）としての実績も含む）に限る。

②「対象期間」

・平成１４年４月１日から公告日までの間に施工が完了し、かつ、引渡が済んでいること。

③「提出要領」

・該当が無い場合も回答すること。

・コリンズの工事カルテの写しを添付すること。

・コリンズの工事カルテで同種工事の条件（対象工事、期間）を満たしている事が確認できない場合、別途確認できる資料を添付すること。

・第２構成員の実績を記載のこと。


	企業（第２構成員）の施工能力（公共工事等の施工実績）

	公共工事の実績
	企業名
	

	
	契約件名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額（万円）
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	工事概要等
	

	
	確認方法
	・コリンズ　　　　　・別途資料


※　提案書作成にあたり、「評価の対象」を含む枠は削除し下枠のみ用いること。

※　適宜、表を追加すること。

※　受注形態について、単体又は共同企業体構成員の別を示すこと。また、後者の場合は、出資比率を記載すること。
第２－３号様式

	企業（第３構成員）の施工能力（公共工事等の施工実績）

	下記いずれかの工事の施工実績の有無により評価する。

○評価の対象

①「対象工事」

・鉄筋コンクリート構造物工（コンクリート打設量400m3以上）を含む工事の施工実績

・土工（切土又は掘削土量5,000m3以上、若しくは、盛土又は埋戻土量5,000m3以上）を含む工事の施工実績
※ いずれの工事もコリンズに登録している工事（共同企業体工事の構成員（出資比率20％以上に限る）としての実績も含む）に限る。

②「対象期間」

・平成１４年４月１日から公告日までの間に施工が完了し、かつ、引渡が済んでいること。

③「提出要領」

・該当が無い場合も回答すること。

・コリンズの工事カルテの写しを添付すること。

・コリンズの工事カルテで同種工事の条件（対象工事、期間）を満たしている事が確認できない場合、別途確認できる資料を添付すること。

・第３構成員の実績を記載のこと。


	企業（第３構成員）の施工能力（公共工事等の施工実績）

	公共工事の実績
	企業名
	

	
	契約件名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額（万円）
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	工事概要等
	

	
	確認方法
	・コリンズ　　　　　・別途資料


※　提案書作成にあたり、「評価の対象」を含む枠は削除し下枠のみ用いること。

※　適宜、表を追加すること。

※　受注形態について、単体又は共同企業体構成員の別を示すこと。また、後者の場合は、出資比率を記載すること。
第２－４号様式

	企業（第４構成員）の施工能力（公共工事等の施工実績）

	下記工事の施工実績の有無により評価する。

○評価の対象
①「対象工事」

・鉄骨造で建築面積600㎡以上の建築物の新築工事の施工実績

※ コリンズに登録している工事（共同企業体工事の構成員（出資比率20％以上に限る）としての実績も含む）に限る。

②「対象期間」

・平成１４年４月１日から公告日までの間に施工が完了し、かつ、引渡が済んでいること。

③「提出要領」

・該当が無い場合も回答すること。

・コリンズの工事カルテの写しを添付すること。

・コリンズの工事カルテで同種工事の条件（対象工事、期間）を満たしている事が確認できない場合、別途確認できる資料を添付すること。

・第４構成員の実績を記載のこと。


	企業（第４構成員）の施工能力（公共工事等の施工実績）

	公共工事の実績
	企業名
	

	
	契約件名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額（万円）
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	工事概要等
	

	
	確認方法
	・コリンズ　　　　　・別途資料


※　提案書作成にあたり、「評価の対象」を含む枠は削除し下枠のみ用いること。

※　適宜、表を追加すること。

※　受注形態について、単体又は共同企業体構成員の別を示すこと。また、後者の場合は、出資比率を記載すること。
第３－１号様式

	地域・社会貢献（ＩＳＯ認証取得）

	ＩＳＯの認証取得の有無により評価する。

○評価の対象

・ISO9001（品質マネジメントシステムの国際規格）又はISO14001（環境マネジメントシステムの国際規格）の認証取得。

（本競争入札の公告日時点で有効期限内であること。）

・該当が無い場合も回答すること。

・評価対象条件を満たすことが確認できる認証書（登録証）、付属書等の写しを添付すること。

・入札に参加する者が認証を受けていること。

・全ての構成員の取得状況を記載のこと。


	地域・社会貢献（ＩＳＯ認証取得）

	
	企　業　名
	認　　証

工事範囲
	ISO種別
	有・無
	有効期限

	代　表
構成員
	
	土木工事業

建築工事業
	ISO9001
	
	

	
	
	
	ISO14001
	
	

	第２

構成員
	
	土木工事業
	ISO9001
	
	

	
	
	
	ISO14001
	
	

	第３

構成員
	
	土木工事業
	ISO9001
	
	

	
	
	
	ISO14001
	
	

	第４
構成員
	
	建築工事業
	ISO9001
	
	

	
	
	
	ISO14001
	
	

	注) 代表構成員は、土木工事業及び建築工事業の両方に有効な認証を受けていることを本項目の評価の条件とする。



※　提案書作成にあたり、「評価の対象」を含む枠は削除し下枠のみ用いること。
第３－２号様式

	地域・社会貢献（地元業者施工率）

	地元業者施工率により評価する。

○評価の対象

・一次下請額に占める地元業者施工率により評価する。

・地元業者施工率は次式により算定する。

地元業者施工率＝（一次下請に占める市内本店業者施工額／一次下請総額）×100

〔少数点以下切り捨て〕

・市内本店業者とは、津市内に本店及び建設業法上の主たる営業所を有する建設業者をいいます。

・本評価項目の申請内容については、契約後及び工事施行完了時に施工体制台帳、部分下請通知書、下請契約書等により一次下請業者及び一次下請額を確認します。
・該当が無い場合も回答すること。


	地域・社会貢献（地元業者施工率）

	一次下請に占める
市内本店業者施工額 (a)
	一次下請総額 (b)
	地元業者施工率（％）
(a)÷(b)×100

〔少数点以下切り捨て〕

	円　
	円　
	％　

	注) (a)及び(b)には、申請時点で貴特定建設工事共同企業体において予定している額を記入すること。




※　提案書作成にあたり、「評価の対象」を含む枠は削除し下枠のみ用いること。
第４－１号様式 
	土木専任技術者（代表構成員）の能力（同種工事イの施工経験）

	配置予定技術者（代表構成員・土木）の同種工事の施工経験の有無により評価する。

○評価の対象

①「対象工事」

『同種工事イ』

・埋立容量9万m3以上の一般廃棄物最終処分場又は公共関与産業廃棄物最終処分場（いずれも陸上埋立処分場に限る。公共関与産業廃棄物最終処分場は安定型を除く。）の新設工事の施工経験

※ 同種工事イは、コリンズに登録している工事（共同企業体工事の構成員（出資比率20％以上に限る）としての実績も含む）に限る。
②「対象期間」

・平成１４年４月１日から公告日までの間に施工が完了し、かつ、引渡が済んでいること。

③「提出要領」

・本工事の配置予定技術者（最大３名まで提示可。代表構成員の技術者のみ対象）が該当する工事に、コリンズに登録されている監理技術者、主任技術者、現場代理人のいずれかで携わった施工経験について回答する。

・該当が無い場合も回答すること。

・コリンズの工事カルテの写しを添付すること。

・コリンズの工事カルテで同種工事の条件（対象工事、期間）を満たすことや対象技術者での従事経験を確認し難い場合、別途確認できる資料を添付すること。

	土木専任技術者（代表構成員）の能力（同種工事イの施工経験）

	同種工事イの施工経験
	配置予定技術者名
	

	
	監理技術者資格取得日
	

	
	同条交付番号
	

	
	契約件名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	従事技術者区分
	・監理技術者　　　・主任技術者　　　・現場代理人

	
	契約金額（万円）
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	工事概要等
	

	
	確認方法
	・コリンズ　　　　　・別途資料


※　提案書作成にあたり、「評価の対象」を含む枠は削除し下枠のみ用いること。

※　適宜、表を追加すること。

※　受注形態について、単体又は共同企業体構成員の別を示すこと。また、後者の場合は、出資比率を記載すること。

第４－２号様式 
	建築専任技術者（代表構成員）の能力（同種工事ウの施工経験）

	配置予定技術者（代表構成員・建築）の同種工事の施工経験の有無により評価する。

○評価の対象

①「対象工事」

『同種工事ウ』

・被覆型の一般廃棄物最終処分場又は公共関与産業廃棄物最終処分場（いずれも陸上埋立処分場に限る。公共関与産業廃棄物最終処分場は安定型を除く。）の覆蓋施設（規模は問わない）の新築工事の施工経験

※ 同種工事ウは、コリンズに登録している工事（共同企業体工事の構成員（出資比率20％以上に限る）としての実績も含む）に限る。
②「対象期間」

・平成１４年４月１日から公告日までの間に施工が完了し、かつ、引渡が済んでいること。

③「提出要領」

・本工事の配置予定技術者（最大３名まで提示可。代表構成員の技術者のみ対象）が該当する工事に、コリンズに登録されている監理技術者、主任技術者、現場代理人のいずれかで携わった施工経験について回答する。

・該当が無い場合も回答すること。

・コリンズの工事カルテの写しを添付すること。

・コリンズの工事カルテで同種工事の条件（対象工事、期間）を満たすことや対象技術者での従事経験を確認し難い場合、別途確認できる資料を添付すること。

	建築専任技術者（代表構成員）の能力（同種工事ウの施工経験）

	同種工事ウの施工経験
	配置予定技術者名
	

	
	監理技術者資格取得日
	

	
	同上交付番号
	

	
	契約件名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	従事技術者区分
	・監理技術者　　　・主任技術者　　　・現場代理人

	
	契約金額（万円）
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	工事概要等
	

	
	確認方法
	・コリンズ　　　　　・別途資料


※　提案書作成にあたり、「評価の対象」を含む枠は削除し下枠のみ用いること。

※　適宜、表を追加すること。

※　受注形態について、単体又は共同企業体構成員の別を示すこと。また、後者の場合は、出資比率を記載すること

第５号様式（総合的なコストに関する事項・提案①）
	提案①（維持管理費のコスト縮減や施設の早期安定化につながる提案について）

	※視点を踏まえた追加提案等について、以下(1)～(3)の項目の範囲内で、項目毎に実施内容を１つずつ、記載する。

（１つの提案に明らかに複数の実施内容が含まれる場合、１つの実施内容のみを評価対象とする）

	提案
	実施内容、特徴

（※実施内容は各１つまで）
	要求要件（標準案）を

上回る点と、その効果
	具体的な
検証方法



	(1)
	
	
	

	(2)
	
	
	

	(3)
	
	
	


第６号様式（工事目的物の性能、機能に関する事項・提案②）
	提案②（土工対策について）

	※視点を踏まえた追加提案等について、以下(1)～(3)の項目の範囲内で、項目毎に実施内容を１つずつ、記載する。

（１つの提案に明らかに複数の実施内容が含まれる場合、１つの実施内容のみを評価対象とする）

	提案
	実施内容、特徴

（※実施内容は各１つまで）
	要求要件（標準案）を

上回る点と、その効果
	具体的な

検証方法



	(1)
	
	
	

	(2)
	
	
	

	(3)
	
	
	


第７号様式（工事目的物の性能、機能に関する事項・提案③）
	提案③（貯留構造物のコンクリートの品質確保について）

	※視点を踏まえた追加提案等について、以下(1)～(3)の項目の範囲内で、項目毎に実施内容を１つずつ、記載する。

（１つの提案に明らかに複数の実施内容が含まれる場合、１つの実施内容のみを評価対象とする）

	提案
	実施内容、特徴

（※実施内容は各１つまで）
	要求要件（標準案）を

上回る点と、その効果
	具体的な

検証方法



	(1)
	
	
	

	(2)
	
	
	

	(3)
	
	
	


第８号様式（工事目的物の性能、機能に関する事項・提案④）
	提案④（遮水シート及び漏水検知システムの施工方法等について）

	※視点を踏まえた追加提案等について、以下(1)～(3)の項目の範囲内で、項目毎に実施内容を１つずつ、記載する。

（１つの提案に明らかに複数の実施内容が含まれる場合、１つの実施内容のみを評価対象とする）

	提案
	実施内容、特徴

（※実施内容は各１つまで）
	要求要件（標準案）を

上回る点と、その効果
	具体的な

検証方法



	(1)
	
	
	

	(2)
	
	
	

	(3)
	
	
	


第９号様式（社会的要請に関する事項・提案⑤）
	提案⑤（施工中の環境対策について）

	※視点を踏まえた追加提案等について、以下(1)～(3)の項目の範囲内で、項目毎に実施内容を１つずつ、記載する。

（１つの提案に明らかに複数の実施内容が含まれる場合、１つの実施内容のみを評価対象とする）

	提案
	実施内容、特徴

（※実施内容は各１つまで）
	要求要件（標準案）を

上回る点と、その効果
	具体的な

検証方法



	(1)
	
	
	

	(2)
	
	
	

	(3)
	
	
	


第１０号様式（社会的要請に関する事項・提案⑥）
	提案⑥（施工計画について）

	※視点を踏まえた追加提案等について、以下(1)～(3)の項目の範囲内で、項目毎に実施内容を１つずつ、記載する。

（１つの提案に明らかに複数の実施内容が含まれる場合、１つの実施内容のみを評価対象とする）

	提案
	実施内容、特徴

（※実施内容は各１つまで）
	要求要件（標準案）を

上回る点と、その効果
	具体的な

検証方法



	(1)
	
	
	

	(2)
	
	
	

	(3)
	
	
	


第１１号様式（社会的要請に関する事項・提案⑦）
	提案⑦（地元企業、地元資材等の活用について）

	※視点を踏まえた追加提案等について、以下(1)～(3)の項目の範囲内で、項目毎に実施内容を１つずつ、記載する。

（１つの提案に明らかに複数の実施内容が含まれる場合、１つの実施内容のみを評価対象とする）

	提案
	実施内容、特徴

（※実施内容は各１つまで）
	要求要件（標準案）を

上回る点と、その効果
	具体的な

検証方法



	(1)
	
	
	

	(2)
	
	
	

	(3)
	
	
	


第○号様式（補足資料）

	提案◎（□□□について）

	　
　





本様式は、第５号様式から第１１号様式の補足資料として説明が必要な場合（定量的に記載）や図面等の掲示を希望する際に使用すること。


本様式を使用する場合は、左上の様式番号「○」を説明等が必要な提案の様式番号に書き換え、整合を取ること。


タイトル欄の提案番号「◎」及び提案テーマ「□□□」についても同様に書き換え、整合を取ること。


本様式を使用する際は、この注意書を削除すること。
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